
 

議案第３２号 

 

   加西市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の制定について 

 

 加西市一般職の任期付職員の採用等に関する条例を、別紙のとおり制定する。 

 

  令和元年６月３日提出 

 

                         加西市長 西 村 和 平     



 

加西市一般職の任期付職員の採用等に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成14年法

律第48号。以下「法」という。）第３条第１項及び第２項、第４条、第５条、第６条第２

項並びに第７条第１項及び第２項、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第24条第５項

並びに地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第38条第４項の規定に基づき、職員の任

期を定めた採用及び任期を定めて採用された職員の給与の特例に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（職員の任期を定めた採用） 

第２条 任命権者は、高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者をその者が有する

当該高度の専門的な知識経験又は優れた識見を一定の期間活用して遂行することが特に

必要とされる業務に従事させる場合には、職員を選考により任期を定めて採用することが

できる。 

２ 任命権者は、前項の規定によるほか、専門的な知識経験を有する者を当該専門的な知識

経験が必要とされる業務に従事させる場合において、次の各号に掲げる場合のいずれかに

該当するときであって、当該者を当該業務に期間を限って従事させることが公務の能率的

運営を確保するために必要であるときは、職員を選考により任期を定めて採用することが

できる。 

(１) 当該専門的な知識経験を有する職員の育成に相当の期間を要するため、当該専門的

な知識経験が必要とされる業務に従事させることが適任と認められる職員を部内で確

保することが一定の期間困難である場合 

(２) 当該専門的な知識経験が急速に進歩する技術に係るものであることその他当該専

門的な知識経験の性質上、当該専門的な知識経験が必要とされる業務に当該者が有する

当該専門的な知識経験を有効に活用することができる期間が一定の期間に限られる場

合 

(３) 当該専門的な知識経験を有する職員を一定の期間他の業務に従事させる必要があ

るため、当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させることが適任と認められ

る職員を部内で確保することが一定の期間困難である場合 

(４) 当該業務が公務外における実務の経験を通じて得られる最新の専門的な知識経験

を必要とするものであることにより、当該業務に当該者が有する当該専門的な知識経験



 

を有効に活用することができる期間が一定の期間に限られる場合 

第３条 任命権者は、職員を次の各号に掲げる業務のいずれかに期間を限って従事させるこ

とが公務の能率的運営を確保するために必要である場合には、職員を任期を定めて採用す

ることができる。 

(１) 一定の期間内に終了することが見込まれる業務 

(２) 一定の期間内に限り業務量の増加が見込まれる業務 

２ 任命権者は、法律により任期を定めて任用される職員以外の職員を前項各号に掲げる業

務のいずれかに係る職に任用する場合において、職員を当該業務以外の業務に期間を限っ

て従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要であるときは、職員を任期を

定めて採用することができる。 

（短時間勤務職員の任期を定めた採用） 

第４条 任命権者は、短時間勤務職員を前条第１項各号に掲げる業務のいずれかに従事させ

ることが公務の能率的運営を確保するために必要である場合には、短時間勤務職員を任期

を定めて採用することができる。 

２ 任命権者は、前項の規定によるほか、住民に対して職員により直接提供されるサービス

について、その提供時間を延長し、若しくは繁忙時における提供体制を充実し、又はその

延長した提供時間若しくは充実した提供体制を維持する必要がある場合において、短時間

勤務職員を当該サービスに係る業務に従事させることが公務の能率的運営を確保するた

めに必要であるときは、短時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。 

３ 任命権者は、前２項の規定によるほか、職員が次に掲げる承認を受けて勤務しない時間

について短時間勤務職員を当該職員の業務に従事させることが当該業務を処理するため

適当であると認める場合には、短時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。 

(１) 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成13年加西市条例第４号）第16条の規定

による介護休暇の承認 

(２) 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）第19条第１項の規

定による承認 

（任期の特例） 

第５条 法第６条第２項に規定する条例で定める場合は、第３条第１項第１号に掲げる業務

の終了の時期が当初の見込みを超えて更に一定の期間延長された場合その他やむを得な

い事情により、第３条又は前条の規定により任期を定めて採用された職員又は短時間勤務

職員の任期を延長することが必要な場合で、第３条又は前条の規定により任期を定めて採



 

用した趣旨に反しないときとする。 

（任期の更新） 

第６条 任命権者は、第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（以下「特定

任期付職員」という。）又は同条第２項の規定により任期を定めて採用された職員（以下

「一般任期付職員」という。）の任期が５年に満たない場合にあっては、採用した日から

５年を超えない範囲内において、あらかじめ当該職員の同意を得て、その任期を更新する

ことができる。 

２ 任命権者は、第３条の規定により任期を定めて採用された職員又は第４条の規定により

任期を定めて採用された短時間勤務職員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）の任

期が３年（前条の規定に該当する場合は、５年。以下この項において同じ。）に満たない

場合にあっては、あらかじめ当該職員の同意を得て、採用した日から３年を超えない範囲

内において、その任期を更新することができる。 

（給与に関する特例） 

第７条 特定任期付職員には、次の給料表を適用する。 

号給 給料月額 

１ 374,000 円 

２ 422,000 円 

３ 472,000 円 

４ 533,000 円 

５ 608,000 円 

２ 任命権者は、特定任期付職員の号給を、特定任期付職員が従事する業務に応じて規則で

定める基準に従い決定する。 

３ 任命権者は、特定任期付職員のうち、特に顕著な業績を挙げたと認められる職員には、

規則で定めるところにより、その給料月額に相当する額を特定任期付職員業績手当として

支給することができる。 

４ 第２項の規定による号給の決定及び前項の規定による特定任期付職員業績手当の支給は、

予算の範囲内で行わなければならない。 

（一般職の職員の給与に関する条例の適用除外等） 

第８条 一般職の職員の給与に関する条例（昭和42年加西市条例第38号。以下「給与条例」



 

という。）第９条から第17条まで、第19条から第20条の２まで、第23条、第24条、第28条

及び第30条の規定は、特定任期付職員については、適用しない。 

２ 第３条の規定により任期を定めて採用された職員及び任期付短時間勤務職員については、

給与条例第13条から第17条までの規定は、適用しない。 

３ 任期付短時間勤務職員については、給与条例第19条及び第20条の２の規定は、適用しな

い。 

４ 特定任期付職員に対する給与条例第29条の規定については、同条第２項中「100分の130」

とあるのは「100分の167.5」とする。 

（加西市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の適用除外等） 

第９条 加西市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成21年加西市条例第29

号。以下「病院事業職員給与条例」という。）第３条、第５条、第６条、第９条、第10条、

第12条、第13条及び第16条の規定は、加西市病院事業職員である特定任期付職員には、適

用しない。 

２ 任期付短時間勤務職員については、病院事業職員給与条例第５条及び第６条の規定は、

適用しない。 

（委任） 

第10条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

２ 職員の育児休業等に関する条例（平成４年加西市条例第４号）の一部を次のように改正

する。 

第２条中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

(３) 加西市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（令和元年加西市条例第 号）

第４条第３項の規定により任期を定めて採用された短時間勤務職員 

  



（審議資料） 

 

  地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成 14年法律第 48号）

に基づき、加西市において高度な専門知識や経験、優れた識見を有する者等を特定

の目的のために期限を限って採用することについて、必要な事項を定めるもの。 

（後掲の政策等の形成過程説明資料参照） 

【概要】 

（１）採用条件等 

区 分 要 件 採用方法 任 期 

【第２条第１項】 

特定任期付職員 

(高度な専門的知識) 

高度の専門的知識経験等を有する者を一

定の期間活用することが特に必要 
選考 ５年以内 

【第２条第２項】 

一般任期付職員 

(専門的知識) 

専門的な知識経験を有する者を期間を限

って業務に従事させることが必要 
同上 同上 

【第３条】 

任期付職員 

(公務の能率的運営) 

①一定の期間内に終了することが見込ま

れる業務に従事 

②一定の期間内に限り業務量の増加が見

込まれる業務に従事 

競争試験

又は選考 

３年以内 

(特に必

要な場合

は５年以

内) 

【第４条】 

任期付職員 

(短時間勤務職員) 

①第３条の任期付職員の場合 

②住民に対するｻｰﾋﾞｽの提供体制の充実 

③部分休業を取得する職員の業務の代替 

同上 同上 

 

 

（２）給与等 

  ① 第２条第１項に規定する特定任期付職員の場合 

   ア 給 料    

 

 

 

 

 

 

 

 

   イ 手 当 通勤手当、期末手当のみ支給（期末手当：100 分の 167.5 月） 

         特に顕著な業績を挙げた職員に業績手当を支給 

  ② 第２条第２項、第３条及び第４条に規定する任期付職員の場合 

    一般職の職員の給与に関する条例による。 

（任期付短時間勤務職員は、扶養手当及び住居手当は支給しない。） 

 

号  給  給料月額  

１号給  374,000 円  

２号給  422,000 円  

３号給  472,000 円  

４号給  533,000 円  

５号給  608,000 円  



　②【検討した他の政策等の内容】

　④【総合計画における位置づけ】
基本方向 10
基本計画 30

○その他の計画（該当する場合にのみ記載）

　⑥【政策実現に係る事業費及び財源】

　⑦【将来にわたる政策実施に係るｺｽﾄ計算】

添付資料の有無

有　・　無

加西市一般職の任期付職員の採用等に
関する条例の制定について

計画　・　事業　・　条例

　⑧【市民参加の状況】

（注）事業が複数年に渡る場合�、総事業費ベースで記入

（パブリックコメントを実施した場合�、その結果も含む）

担当課

（422,000円+10,000円）×12カ月+(422,000円×1.675月×2回）＝6,597,700円
業績手当　422,000円

担当部局

総務部 総務課

策定年度
計画期間

　⑤【関連する法令及び条例、規則】

　⑨【政策の効果予測】

市が直面する重要な施策に対し、高度の専門的知識等を有する者を必要に応じ効果的に配置し、事業等を
迅速に実施することができる。また、一定期間内に終了が見込まれる事業や一定期間に限り業務量の増加
が見込まれる事業等に対し、公務の能率的運営が期待できる。

一般財源
7,020

有　　・　　無

兵庫県内22市町で条例制定済み。

総事業費 国・県支出金 市債 その他特財

計画名称

（単位：千円）

地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律に基づき、加西市において高度な専門知識や
経験、優れた識見を有する者等を特定の目的のために期限を限って採用することによって、効率的な公務
の推進を図る。

　①【政策等を必要とする理由】

　③【他の自治体の類似する政策との比較】

その他（　　　　　　　　　　　　　　）

令和元年６月定例会
議案第３２号

政策等の形成過程説明資料

議案等
の件名

政策等
の区分

地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律
地方公務員法
一般職の職員の給与に関する条例
職員の育児休業等に関する条例

健全な行財政運営の確立
行政サービスの向上と効率経営

7,020


